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資料 5-3 「IPアドレス割り当て等に関する規則」改定新旧対照表 

z IPアドレス割り当て等に関する規則 変更点対照表 

現行規定 改定案 備考 

第２条（ＩＰアドレス割り当てポリシー・技術要件、

用語） 

   ＩＰアドレスの割り当て等に関する業務は、Ｉ

ＣＡＮＮ・ＡＰＮＩＣなどが公開するＩＰアドレス割

り当てポリシーおよびインターネットの慣行に基づい

て当センターが定めるＪＰＮＩＣにおけるアドレス空

間管理ポリシー（以下「ＩＰアドレス割り当てポリシ

ー」という）に基づいて執行する。 

 

第２条（ＩＰアドレス割り当てポリシー・技術要件、

用語） 

   ＩＰアドレスの割り当て等に関する業務は、当

センターが定める「ＪＰＮＩＣにおけるアドレス空間

管理ポリシー」および「ＪＰＮＩＣにおけるＩＰｖ６

アドレス割り振りおよび割り当てポリシー」（以下こ

れらのポリシーを「ＩＰアドレス割り当てポリシー」

という）に基づいて執行する。 

ICANN・APNIC～はポリシー文

書にかかれているため削除。 

IPv6のポリシーを追加。 

第４条（ＩＰアドレス・リースの期間・更新） 

    ２ 前項の要件を充たさない場合、または当

センターが更新を相当でないと認める場合、当センタ

ーは期間満了の 1か月前までに更新拒絶の通知を行う。

この場合、当該のインターネットエンドユーザはＩＰ

アドレスの使用を停止しなければならない。 

 ３ 前項の場合、割り当てを行ったＩＰアドレス管

理指定事業者は、当該のインターネットエンドユーザ

に対してＩＰアドレスの使用を停止させるために必要

な措置をとる。 

第４条（ＩＰアドレス・リースの期間・更新） 

    ２ 前項の要件を充たさない場合、または当

センターが更新を相当でないと認める場合、当センタ

ーは期間満了の 1か月前までに更新拒絶の通知を行う。

この場合、当該のエンドユーザはＩＰアドレスの使用

を停止しなければならない。 

 ３ 前項の場合、割り当てを行ったＩＰアドレス管

理指定事業者は、当該のエンドユーザに対してＩＰア

ドレスの使用を停止させるために必要な措置をとる。 

表現を明確にするための微修正。 

（新設規定） 第５条の２（情報の取り扱い） 
   この規則に定めるＩＰアドレスの割り当て管理

業務を遂行するにあたり、当センターが受領する情報

の取り扱いに関しては、この規則のほか、当センター

が別に定める「ＪＰＮＩＣのＩＰアドレス割り当て管

理業務における情報の取り扱い等に関する規則」で定

める。

情報の取り扱いについては別途

定めることを規定し、指定事業者

契約の枠組み（契約 – 割り当て

規則 – 情報取り扱い規則）の中

で規定するものとする。 

第６条（業務委託） 

 ２ ＩＰ指定事業者は、この規則およびＩＰ指定事

業者契約に定めるところにより、エンドユーザに対し

て、自己が管理の委託を受けたＩＰアドレスを割り当

て、再リースを行うができる。 

 

第６条（業務委託） 

 ２ ＩＰ指定事業者は、この規則およびＩＰ指定事

業者契約に定めるところにより、自らのユーザに対し

て、自己が管理の委託を受けたＩＰアドレスを割り当

てることができる。また、自己が管理の委託を受けた

ＩＰアドレスの一部を最終的にエンドユーザに割り当

てることを目的として、別の事業者に更に委託する（以

下「再割り振り」という）ことができる。ただし、再

割り振りの要件は、別に定める。 
 

再割り振りが可能な旨追加。 

第８条（ＩＰ割り当て管理業務の原則） 

   ＩＰ割り当て管理業務は、当センターが管理を

委ねられたＩＰアドレスのうちから、当センターが任

意に指定するＩＰアドレス（ＩＰアドレスの数を含む）

について委託する。 

第８条（ＩＰ割り当て管理業務の原則） 

   ＩＰ割り当て管理業務は、当センターが管理を

委ねられたＩＰアドレスのうちから、当センターが指

定するＩＰアドレス（ＩＰアドレスの数を含む）につ

いて委託する。 

共有プール化後の IPv4 および

IPv6 アドレスのアドレスレンジ

は APNICか決定する。JPNICに

裁量があるように誤解を受けな

いよう修正。 

第９条（割り振り申請） 
   ＩＰ指定事業者は、指定部局所定の形式によ

り、電子メールをもって管理を希望するＩＰアドレ

ス数その他の事項を記載したＩＰアドレス割り振り

申請を行う。ただし、希望するＩＰアドレス数の記

載は、その数について委託をすることの保証と解釈

されてはならない（以下この申請を「割り振り申請」

といい、これを行ったＩＰ指定事業者を「割り振り

申請者」という。）。 

第９条（割り振り申請） 
   ＩＰ指定事業者は、指定部局所定の形式によ

り、管理を希望するＩＰアドレス数その他の事項を

記載したＩＰアドレス割り振り申請を行う。ただし、

希望するＩＰアドレス数の記載は、その数について

委託をすることの保証と解釈されてはならない（以

下この申請を「割り振り申請」といい、これを行っ

たＩＰ指定事業者を「割り振り申請者」という）。 
 

方法が電子メールだけでなく、

Web からの申請も可能であるた

め修正。 

第 12条（割り振りの決定） 

   指定部局は、第 10条により受理した割り振り申

請(前条による訂正等がある場合には訂正された申請と

第 12条（割り振りの決定） 

   指定部局またはAPNICは、第 10条により受理し

た割り振り申請(前条による訂正等がある場合には訂正

共有プール化以降の実情に合わ

せ追加。 
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する)について審査を行い、ＩＰ割り当て管理業務を委

託するＩＰアドレスの割り振りを決定する。指定部局

は、必要な場合、割り振り申請者とこの審査について

必要な事項の協議をすることができる。 

 ２ 前項の審査および決定は、ＩＰアドレス割り当

てポリシーに基づく裁量をもって行う。 

された申請とする)について審査を行い、ＩＰ割り当て

管理業務を委託するＩＰアドレスの割り振りを決定す

る。指定部局は、必要な場合、割り振り申請者とこの

審査について必要な事項の協議をすることができる。 

 ２ 前項の審査および決定は、ＩＰアドレス割り当

てポリシーに基づく裁量をもって行う。 

第 13条（割り振り通知） 

   指定部局は、前条による決定をしたときは遅滞

なく割り振り申請者に対して、電子メールにより割り

振りするＩＰアドレスを通知し、または割り振りしな

い旨を通知する。 

第 13条（割り振り通知） 

   指定部局は、前条による決定がされたときは遅

滞なく割り振り申請者に対して、電子メールにより割

り振りするＩＰアドレスを通知し、または割り振りし

ない旨を通知する。 

APNIC が割振りをするケースが

含まれることも想定し、より適切

な表現に微修正。 

第 14条（割り振り情報） 

   当センターは、ＩＰ指定事業者ごとに、その組

織名、割り振られたＩＰアドレスに関する事項その他

必要な事項を当センターのデータベースに登録して公

開する。 

第 14条（割り振り情報） 

   当センターは、当センターが別に定める「ＪＰ

ＮＩＣのＩＰアドレス割り当て管理業務における情報

の取り扱い等に関する規則」の定めるところにより、Ｉ

Ｐ指定事業者ごとに、その組織名、割り振られたＩＰ

アドレスに関する事項その他必要な事項を当センター

のデータベースに登録して公開・開示する。 

登録、公開の根拠につき、情報取

り扱い規則を参照させる。 

第 16条（ＩＰ割り当て管理業務） 

   当センターがＩＰ指定事業者に対して委託する

ＩＰ割り当て管理業務は以下のとおりとする。 

   （１） 割り振られたＩＰアドレスのインター

ネットユーザに対する割り当て 

   （２） 割り当て報告 

   （３） その他当センターが定める事項 

第 16条（ＩＰ割り当て管理業務） 

   当センターがＩＰ指定事業者に対して委託する

ＩＰ割り当て管理業務は以下のとおりとする。 

   （１） 割り振られたＩＰアドレスの自らのユ

ーザに対する割り当ておよび再割り振り

   （２） 割り当て報告および再割り振り報告

   （３） その他当センターが定める事項 

再割り振りが可能なことに管理

業務の内容修正。 

第 17条（割り当ての承認） 

   ＩＰアドレスの割り当て（ＩＰ指定事業者が自

らに割り当てを行う場合も含み、この規則において同

じとする）を行う場合、ＩＰ指定事業者はあらかじめ

指定部局に審議を申請してその承認を得たうえで割り

当てを行わなければならない（以下この申請を「審議

申請」という）。 

２ 指定部局は、審議申請について、次の事項を確

認、精査する。 
   （１） 記入事項に不備がないこと 
   （２） ＩＰ指定事業者が接続組織のＩＰア

ドレス利用に関する情報を十分かつ正 
              確に収集していること 
   （３） ＩＰ指定事業者が適切に割り当てＩ

Ｐアドレスの大きさを判断しているこ 
              と 
   （４） その他指定部局が定める事項 
 
４ 前３項の規定にかかわらず、指定部局があらかじ

めの審議および承認を不要としたＩＰアドレス（個数

により定める）については、指定部局の承認を得るこ

となく割り当てを行うことができる。 

 

第 17条（割り当ての承認） 

   ＩＰアドレスの割り当て（以下、ＩＰ指定事業

者が自らに割り当てを行う場合も含み、この規則にお

いて同じとする）を行う場合、ＩＰ指定事業者はあら

かじめ指定部局に審議を申請してその承認を得たうえ

で割り当てを行わなければならない（以下この申請を

「審議申請」という）。 

２ 指定部局は、審議申請について、次の事項を確

認、精査する。 
   （１） 記入事項に不備がないこと 
   （２） ＩＰ指定事業者が接続組織のＩＰア

ドレス利用に関する情報を十分かつ正 
              確に収集していること 
   （３） ＩＰ指定事業者が適切に割り当てＩ

Ｐアドレスの数を判断しているこ 
              と 
   （４） その他指定部局が定める事項 
 
４ 前３項の規定にかかわらず、指定部局があらかじ

めの審議および承認を不要としたＩＰアドレス（ＩＰ

アドレスの数により定める）については、指定部局の

承認を得ることなく割り当てを行うことができる。 

 

弁護士の指摘を受け、微修正。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
用語の統一ため修正。 

 

 

 
IPv6 アドレスの場合、膨大なア

ドレス数となり「個数」という概

念が適切でないため修正。 

第 18条（割り当て報告） 

   ＩＰ指定事業者は、前条に基づいて割り当てを

行った場合、別に定める様式にしたがい当センターに

報告しなければならない。この情報は、当センターの

データベースに登録され、公開される。 

 

 

第 18条（割り当て報告および再割り振り報告） 

   ＩＰ指定事業者は、前条に基づいて割り当てお

よび再割り振りを行った場合、別に定める様式にした

がい当センターに報告しなければならない。当センタ

ーに報告された情報は、当センターが別に定める「Ｊ

ＰＮＩＣのＩＰアドレス割り当て管理業務における情

報の取り扱い等に関する規則」の定めるところにより、

再割り振り情報のデータベース

登録が必要な旨追加。 

対象となるのは JPNIC に登録さ

れた情報のみとなるため明示。 

登録、公開の根拠につき、情報取

り扱い規則を参照させる。 
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 ２ ＩＰ指定事業者からあらかじめ特定事項につい

て非公開とする旨の請求があり（割り当てを受けた者

の依頼によりＩＰ指定事業者が請求する場合も含み、

本条において同じとする）、かつ、データベースの公開

によりその者が損害を被る虞があると当センター理事

会が認めた場合には、当センターはその事項を公開し

ないことができる。ただし、下記いずれかの場合、指

定部局はこれを開示することができる。 

   （１） 法令の規定に基づく請求がある場合 

   （２） 当センターの指定するＩＰアドレスに

ついての管理団体の請求がある場合 

   （３） 前各号以外の第三者から正当な理由に

基づく開示の請求があった場合 

 

 
 ３  指定部局は、ＩＰ指定事業者の書面による請求

があった場合には、その者にかかるデータベースの開

示履歴を通知する。ただし、前項ただし書き第１号お

よび第２号の場合には、その開示履歴の通知を行わな

いことができる。 

 ４ データベースに関する事項は、ＩＰアドレス技

術文書群その他当センターの定める規則にしたがって

運用する。 

当センターのデータベースに登録され、公開・開示さ

れる。 

 
 ２ ＩＰ指定事業者からあらかじめ特定事項につい

て非公開とする旨の請求があり（割り当てを受けた者

の依頼によりＩＰ指定事業者が請求する場合も含み、

本条において同じとする）、かつ、データベースの公開

によりその者が損害を被る虞があると当センターが認

めた場合には、当センターは「ＪＰＮＩＣのＩＰアド

レス割り当て管理業務における情報の取り扱い等に関

する規則」に基づき、当センターが報告を受けた事項

を公開しないことができる。ただし、当該非公開事項

であっても、同規則によりこれを開示することができ

る。 

 
（削除） 
 
 
 
（削除）

 
本来情報取り扱い規則で定める

内容だが、現指定事業者契約で

「割り当て規則第 18 条 2項」と

いう記述があるため、移せなかっ

た。 

「その事項」の内容を具体化。 

 

 
第三者からの開示申請を原則行

わないことによって修正。「当セ

ンターが指定する管理団体の請

求」は、APNIC への情報提供な

ので、情報取り扱い規則へ移動。 

 

 
情報取り扱い規則第11条へ移動。 

 

 

 
本割り当て規則第5条の２で規定

済みなので削除。 

第 20条（ＩＰ指定事業者の義務）   

   ＩＰ指定事業者はＩＰ割り当て管理業務を、第

三者に再委託することはできない。 

 

 
（第 4項追加） 

 

第 20条（ＩＰ指定事業者の義務）   

   ＩＰ指定事業者はＩＰ割り当て管理業務を、当

センターが別に定める場合を除き第三者に再委託する

ことはできない。 

 
 ４ ＩＰ指定事業者は、ＩＰ割り当て管理業務を行

うにあたり、エンドユーザおよび再割り振り先の事業

者からＩＰ割り当て管理業務に必要な情報を取得する

ときは、当該情報が当センターに提供され、当センタ

ーの定める「ＪＰＮＩＣのＩＰアドレス割り当て管理

業務における情報の取り扱い等に関する規則」に基づ

き取り扱われることにつき、当該情報の情報主体から

同意を得なければならない。

IPv6 アドレスについては再委託

可能なため、例外を指定できるこ

とを補足。 

 

 
エンドユーザ、再割り振り先の事

業者から同意を得ておかなけれ

ばならない義務を追加。 

第 21条（ＩＰ指定事業者とエンドユーザとの関係） 

   ＩＰ指定事業者は、この規則およびＩＰ指定事

業者契約に反しない範囲において、エンドユーザに対

するＩＰアドレス割り当ての取り扱いについての条件

を定めるものとする。 

（第２項追加） 
 ２ 前項の定めに関する一切の責任はＩＰ指定事業

者が負担するものとし、当センターが損害を被った場

合は、当センターはその賠償を求めることができる。 

第 21条（ＩＰ指定事業者とエンドユーザおよび再割り

振り先の事業者との関係） 

   ＩＰ指定事業者は、この規則およびＩＰ指定事

業者契約に反しない範囲において、エンドユーザおよ

び再割り振り先の事業者に対するＩＰアドレス割り当

ての取り扱いについての条件を定めるものとする。 

 ２ 再割り振り先の事業者が、エンドユーザへ

割り当てを行う場合、そのＩＰアドレス割り当ての

取り扱いについては、第 2 条、第 5 条の２、第 19
条第 1 項、および第 20 条第 4 項を準用するものと
する。 ３ 前２項の定めに関する一切の責任はＩＰ

指定事業者が負担するものとし、当センターが損害を

被った場合は、当センターはその賠償を求めることが

できる。 

対象が再割り振り先も含まれる

ため追加。 

 

 

 
第 2項を追加 

再割り振り先も、規則に反しない

範囲でアドレスの割り当てを行

なう旨を明記。 

第 22条（責任範囲） 

  ＩＰ割り当て管理業務の遂行によりエンドユーザ

第 22条（責任範囲） 

  ＩＰ割り当て管理業務の遂行によりエンドユーザ

対象に再割り振り先を含めるこ

との修正。 
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との間に生じた事項に関する一切の責任はＩＰ指定事

業者が負担する。ただし、当センターの責に帰すべき

事由がある場合はこの限りではない。 

 

・再割り振り先の事業者とIP指定事業者との間に生じ
た事項に関する一切の責任はＩＰ指定事業者が負担す

る。ただし、当センターの責に帰すべき事由がある場

合はこの限りではない。 

 

第 26条（ＩＰ指定事業者契約終了に伴う義務） 

   ＩＰ指定事業者契約が終了した場合、ＩＰ指定

事業者は、次章の定めにしたがいエンドユーザからＩ

Ｐアドレスの返却を受けたうえで、別に定める手続に

したがい受託ＩＰアドレス空間のすべてを当センター

に対し返却しなければならない。 

 ２ 前項の場合、ＩＰ指定事業者はいかなる事由が

あってもエンドユーザに対し新たな割り当てを行って

はならない。

第 26条（ＩＰ指定事業者契約終了に伴う義務） 

   ＩＰ指定事業者契約を終了する場合、ＩＰ指定

事業者は新たな割り当ておよび再割り振りを行っては

ならず、次章の定めにしたがいエンドユーザおよび再

割り振り先の事業者からＩＰアドレスの返却を受けた

うえで、別に定める手続にしたがい受託ＩＰアドレス

空間のすべてを当センターに対し返却しなければなら

ない。 

２ 削除

2項を 1項にマージし、再割り振

り先を含めた。 

第 27条（返却） 

   ＩＰ指定事業者は、エンドユーザとの間に存す

る接続が終了した場合、別に定める手続にしたがいそ

の者からＩＰアドレスの返却を受けなければならな

い。 

第 27条（返却） 

   ＩＰ指定事業者は、エンドユーザもしくは再割

り振り先の事業者との間に存する接続が終了した場

合、別に定める手続にしたがいその者からＩＰアドレ

スの返却を受けなければならない。 

対象に再割り振り先も含めた。 

第 28条（ＩＰアドレス割り振り手数料） 

   ＩＰ指定事業者は、当センターに対し、別表「手

数料・維持料の額および支払い方法」で定めるところ

により、当センターから第 12条によって割り振りを受

けたＩＰアドレス空間に応じた基準値にしたがいＩＰ

アドレス割り振り手数料を支払う。ただし、ＩＰ指定

事業者がＩＰｖ４アドレス・ＩＰｖ６アドレスのいず

れを問わず、ＩＰアドレスの割り振りを初めて受けた

場合に限り、第７条第２項の契約料の支払いをもって

本条のＩＰアドレス割り振り手数料を支払ったものと

する。 

２  ＩＰ指定事業者は、当センターが別途文書に定

める最小割り振りサイズのアドレス空間より小さいア

ドレス空間の割り振り、または割り当てを受けた場合

は、現実に割り振り、または割り当てを受けたアドレ

ス空間にかかわらず、最小割り振りサイズのアドレス

空間に応じた基準値にしたがい割り振り手数料を支払

う。 

３  ＩＰ指定事業者は、ＩＰｖ６アドレスの追加割

り振りにおいて、既に割り振りを受けているアドレス

空間を含むアドレス空間の追加割り振りを受けた場合

は、既に割り振りを受けている空間を含んだ全体のア

ドレス空間に応じた基準値にしたがい割り振り手数料

を支払う。 

 

第 28条（ＩＰアドレス割り振り手数料） 

   ＩＰ指定事業者は、当センターに対し、別表「手

数料・維持料の額および支払い方法」で定めるところ

により、第 12条によって割り振りを受けたＩＰアドレ

ス数に応じた基準値にしたがいＩＰアドレス割り振り

手数料を支払う。ただし、ＩＰ指定事業者がＩＰｖ４

アドレス・ＩＰｖ６アドレスのいずれを問わず、ＩＰ

アドレスの割り振りを初めて受けた場合に限り、第７

条第２項の契約料の支払いをもって本条のＩＰアドレ

ス割り振り手数料を支払ったものとする。 

２  ＩＰ指定事業者は、当センターが別途文書に定

める最小割り振りサイズより小さいＩＰアドレス数の

割り振り、または割り当てを受けた場合は、現実に割

り振り、または割り当てを受けたＩＰアドレス数にか

かわらず、最小割り振りサイズのＩＰアドレス数に応

じた基準値にしたがい割り振り手数料を支払う。 

３ （削除） 
 

割り振りは APNICから行なわれ

ることがありその場合も割振り

手数料の課金対象となるため、

「当センターから」を削除。 

 
追加割り振り時において、重複し

て割り振り手数料を課金するポ

リシーの変更に伴う削除。 

 

 

第 29条（ＩＰアドレス維持料） 
   ＩＰ指定事業者は、当センターに対し、別表

「手数料・維持料の額および支払い方法」で定める

ところにより、当センターから割り振りを受けたＩ

Ｐアドレス数に応じたＩＰアドレス維持料を支払

う。このＩＰアドレス数には、ＩＰ指定事業者が割

り当てを行っていないＩＰアドレス数も算入する。 
 

第 29条（ＩＰアドレス維持料） 
   ＩＰ指定事業者は、当センターに対し、別表

「手数料・維持料の額および支払い方法」で定める

ところにより、第 12条によって割り振りを受けたＩ
Ｐアドレス数に応じたＩＰアドレス維持料を支払

う。このＩＰアドレス数には、ＩＰ指定事業者が割

り当てを行っていないＩＰアドレス数も算入する。 
 

割り振りは APNICから行なわれ

ることがありその場合も割振り

手数料の課金対象となるため、

「当センターから」を「第 12 条

によって」に変更。 

 

第 31条（守秘義務） 

   当センターおよびＩＰ指定事業者は、この規則

に定める業務の遂行により知った当センター、割り当

第 31条（守秘義務） 

   当センターおよびＩＰ指定事業者は、この規則

に定める業務の遂行により知った当センター、ＩＰ指

割り当て申請者は、ＩＰ指定事業

者となるため削除し、再割り振り

先を含めた。 
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て申請者、ＩＰ指定事業者およびエンドユーザの秘密

を第三者に漏洩・開示してはならない。ただし、この

規則の定めにより公開・開示される事項についてはこ

の限りではない。当センターの管理すべき情報の範囲

および管理方法は、当センターの定めるところにより

決定・公示する。 

 ２ 前項の定めは、ＩＰ指定事業者契約終了時にお

いて、当センター、割り当て申請者、ＩＰ指定事業者ま

たはエンドユーザから秘密として指定された事項につ

いては、ＩＰ指定事業者契約終了後もなおその効力を

有する。 

 

定事業者、エンドユーザおよび再割り振り先の事業者

の秘密を第三者に漏洩・開示してはならない。ただし、

この規則および当センターが別に定める「ＪＰＮＩＣ

のＩＰアドレス割り当て管理業務における情報の取り

扱い等に関する規則」の定めにより公開・開示される

事項についてはこの限りではない。当センターの管理

すべき情報の範囲および管理方法は、当センターの定

めるところにより決定・公示する。 

 ２ 前項の定めは、ＩＰ指定事業者契約終了時にお

いて、当センター、ＩＰ指定事業者、エンドユーザ、ま

たは再割り振り先の事業者から秘密として指定された

事項については、ＩＰ指定事業者契約終了後もなおそ

の効力を有する。 

 

 
公開、開示に関しては情報取り扱

い規則に規定されているので、そ

ちらも参照させる必要がある。 

第 34条（当センターの責任） 

   当センター、当センターの役員、職員、委員そ

の他の関係者の責めに帰すべき事由により、ＩＰ指定

事業者、エンドユーザがＩＰアドレスの割り振り、割

り当て、ＩＰアドレス・リース等の取り扱いにより損

害を受けた場合、当センターのみが、この規則に基づ

いて当センターが当該年度に現実に収納したＩＰアド

レス維持料の範囲内において、現実に発生した直接の

損害についてのみ、その損害を賠償するものとし、他

の一切の責任を負担しない。 

なお、当該年度の維持料の請求がない場合は、第 7 条

第 2項に基づき納入された契約料の範囲内とする。 

第 34条（当センターの責任） 

   当センター、当センターの役員、職員、委員そ

の他の関係者の責めに帰すべき事由により、ＩＰ指定

事業者、エンドユーザまたは再割り振り先の事業者が

ＩＰアドレスの割り振り、割り当て、ＩＰアドレス・

リース等の取り扱いにより損害を受けた場合、当セン

ターのみが、この規則に基づいて当センターが当該年

度に現実に収納したＩＰアドレス維持料の範囲内にお

いて、現実に発生した直接の損害についてのみ、その

損害を賠償するものとし、他の一切の責任を負担しな

い。 

なお、当該年度の維持料の請求がない場合は、第 7 条

第 2項に基づき納入された契約料の範囲内とする。 

再割り振り先も含めた。 

第 36条（規則の変更） 

   当センターは、理事会の決議を経てこの規則を

変更することができる。この規則の変更は、すべての

エンドユーザおよびＩＰ指定事業者に適用される。 

 

第 36条（規則の変更） 

   当センターは、理事会の決議を経てこの規則を

変更することができる。この規則の変更は、ＩＰ指定

事業者、エンドユーザおよび再割り振り先の事業者に

適用される。 

再割り振り先の事業者も対象に

含めた。 

（付   則） 

１ この規則は、２００１年４月１日から実施する。 

２ ２００１年３月３１日時点で現に当センターから

ＩＰアドレスの割り当てに関する業 

務委任を受けている者は、２００１年８月末日までの

間、この規則に定めるＩＰ指定事業 

者契約締結の有無にかかわらず、この規則に定めると

ころにより、ＩＰ指定事業者が行う 

業務を行うことができる。 

３ 前項に定める者は、この規則に定めるＩＰ指定事

業者の認定手続を経たものとみなす。 

４ 第７条第２項の契約料は 262,500円(税込)とする。 

５ 第７条第２項の定めにかかわらず、付則第３号に

よりＩＰ指定事業者の認定手続を経 

たとみなされる者および２００１年３月３１日時点で

当センター会員である者の契約料の 

支払いは免除する。ただしこの免除措置は、２００２

年３月３１日をもって終了する。 

 

（付   則） 

１ この規則は、２００１年４月１日から実施する。 

２ ２００１年３月３１日時点で現に当センターから

ＩＰアドレスの割り当てに関する業 

務委任を受けている者は、２００１年８月末日まで

の間、この規則に定めるＩＰ指定事業者契約締結の有

無にかかわらず、この規則に定めるところにより、Ｉ

Ｐ指定事業者が行う業務を行うことができる。 

３ 前項に定める者は、この規則に定めるＩＰ指定事

業者の認定手続を経たものとみなす。 

４ 第７条第２項の契約料は 262,500円(税込)とする。 

５ 第７条第２項の定めにかかわらず、付則第３号に

よりＩＰ指定事業者の認定手続を経たとみなされる者

および２００１年３月３１日時点で当センター会員で

ある者の契約料の支払いは免除する。ただしこの免除

措置は、２００２年３月３１日をもって終了する。 

６ この規則は、料金体系の変更により、２００４

年６月１８日に公示され、その規則は、２００４年

８月１８日から実施する。

７ この規則は、下記の実施に伴い、２００５年 2 月
１日に公示され、その規則は、２００５年４月１日よ

り実施する。 
(1) IPアドレス維持料の支払方法の変更 

 
変更履歴の追加。 
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(2) 「ＪＰＮＩＣのＩＰアドレス割り当て管理業
務における情報の取り扱い等に関する規則」

の制定 
(3) IPｖ６アドレスサービスの変更 

別表 

５．ＩＰアドレス維持料の支払い方法 

ＩＰアドレス維持料は、４月１日 0:00をもって計算さ

れたＩＰアドレス数の総量に基づいた維持料を６月末

に当センターより請求し、翌々月末日限り、当センタ

ーの指定する銀行口座に送金して支払うものとする。 

５．ＩＰアドレス維持料の支払い方法 

 
ＩＰアドレス維持料は、４月１日 0:00をもって計算さ

れたＩＰアドレス数の総量に基づいた維持料をその月

に当センターより請求し、その翌月末日限り、当セン

ターの指定する銀行口座に送金して支払うものとす

る。 

 
ただし、当センターが別に定める手続きを経ることに

より、ＩＰ指定事業者は半期払いを選択することがで

きる。半期払いの場合は、該当年度の４月１日 0:00 と
１０月１日 0:00をもって計算されたＩＰアドレス数の
総量に基づいた維持料の２分の１をそれぞれ前期維持

料、後期維持料として、それぞれ維持料を計算した月

に当センターより請求し、その翌月末日限り、当セン

ターの指定する銀行口座に送金して支払うものとす

る。 
 
ＩＰ指定事業者は、ＩＰアドレス維持料について支払

期日を過ぎても支払いがない場合、未払ＩＰアドレス

維持料に対する支払期日の翌日から支払いの日の前日

まで、年１４．５パーセントの割合で計算される金額

を遅延利息として、別途当センターの指定する銀行口

座に送金して支払うものとする。

 
IP アドレス維持料の支払い方法

の追加および遅延損害金制度導

入に伴う変更。 

その他 

使用用語の統一のための微修正を行った。 

・ 「別途定める」→「別に定める」 

・ 「アドレス」→「ＩＰアドレス」 

・ 「ＩＰアドレス空間」→「ＩＰアドレス数」 
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